
（様式－１ 表紙） 

  １ 調査名称：川崎市総合交通体系調査 

 ２ 調査主体：川崎市 

 ３ 調査圏域：川崎市管内 

 ４ 調査期間：平成３０年度～令和２年度 

 ５ 調査概要： 

   川崎駅東口地区（駐車場整備地区）における駐車場の過不足や道路交通の輻輳

等による都市交通機能の低下などの諸課題への対応を図り、駐車対策を総合的に

推進するため、基本方針や具体的に取り組む施策などを定める川崎駅東口地区駐

車対策推進計画の策定に向けた調査・検討を行う。 



（様式－２ａ 調査概要）

Ⅰ 調査概要 

 １ 調査名称：川崎市駐車場整備計画策定調査 

 ２ 報告書目次 

  第１章 川崎駅東口地区駐車対策推進計画とは 

   １ 背景・目的 

   ２ 計画の位置づけ 

   ３ 計画の対象地区 

   ４ 計画期間 

  第２章 駐車対策に関する現況等 

   １ 川崎市の概況 

   ２ 駐車対策に関する国の動向 

   ３ 本市における駐車対策の取組経過 

   ４ 対象地区の現況・課題 

  第３章 基本方針 

   １ 基本方針及び目標 

   ２ 目標及び施策 

  第４章 計画の推進にあたって 

   １ 推進体制 

  参考資料 



（様式－２ｂ 調査概要）

 ３ 調査体制 

 ４ 委員会名簿等：川崎市駐車場整備計画策定に関する検討会議 

 役職等 

学識経験者 

東海大学工学部土木工学科 

梶田 佳孝教授 

日本大学理工学部土木工学科 

大沢 昌玄教授 

団体関係者 

川崎商工会議所 

企画広報部担当部長 大島 哲也 

川崎駅広域商店街連合会 

副会長 藤村 稔 

横浜駐車場協会 

事務局長 成田 禎 

一般社団法人神奈川県トラック協会川崎ブロック 

副ブロック長 山下 恭一 

一般社団法人 神奈川県バス協会 

理事長 八郷 大文 

一般社団法人 神奈川県タクシー協会川崎支部 

事務局長 大葉 章彦 

行政関係者 

神奈川県警察本部 駐車対策課 

課長 長谷 善明 

川崎警察署 交通課 

課長 出口 しのぶ 

川崎市駐車場整備計画策定に関する検討会議（有識者会議） 

川崎市駐車場整備計画策定に関する庁内調整会議 

事務局（川崎市まちづくり局交通政策室） 



（様式－３ａ 調査成果）

Ⅱ 調査成果 

 １ 調査目的 

   本市においては、平成５（1993）年に一定規模以上の建築物に駐車施設の附置

を義務付ける「川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例」を施行以

降、複数回にわたり制度見直しを行っており、平成 30（2018）年には、駐車需

要に応じ建物用途の区分を分け、建物用途に応じた附置義務台数の緩和を行う

こととした条例改正を行うなど、本市域の駐車需要を踏まえた運用を行ってき

ました。 

   「川崎駅周辺総合整備計画」においては、駅への到達優先度に合わせて、利用

者に分かりやすい交通手段ごとのゾーニングを行うなど、東口周辺における多

様なニーズにあわせた取組を総合的に行うことで交通環境の改善を図ることと

しており、駐車対策としては、常態化する路上荷さばきなどの地域課題に対応し

た公共荷さばき場の整備や、荷さばきルールの策定等の対策を推進してきまし

た。 

   これらの取組を推進しているものの、川崎駅東口地区においては依然として

路上荷さばきが見受けられるほか、企業送迎バスの増加、待機タクシー等による

交通流動の阻害などの課題が生じています。加えて、身近な交通環境整備の必要

性の高まりや臨海部への企業集積の進展等に伴い、路線バスの重要性や定時運

行が求められるなど、こうした課題解決を図ることが急務となっています。 

   このような中、川崎駅東口地区においては、小川町バス乗降場の供用開始や、

京急川崎駅西口地区の再開発等が検討されるなど、課題解決を図る上で大きな

転換期を迎えています。 

   こうした背景を的確に捉え、まちづくりと連携した一層の総合的かつ計画的

な駐車対策を推進する「川崎駅東口地区駐車対策推進計画」を策定し、課題解決

に向けた取組を推進するものです。 



 ２ 調査フロー 

 ３ 調査圏域図 

【川崎駅東口地区】 

主な幹線道路 

商店街 

都市計画駐車場（アゼリア） 

中央駐車場整備地区 

鉄道駅 

＜凡例＞ 

公共荷さばき場 

タクシー乗降場 



 上位計画等を踏まえ、計画期間は 5年間（令和 7〔2025〕年度まで）とし、各施策の着実な実

現に向け取組を推進します。 

３ 計画の位置付け 

川崎駅東口地区駐車対策推進計画の策定について

１ 背景・目的 ４ 計画の対象地区 

５ 計画期間 

本計画は、駐車場法第４条の規定も踏まえ、川崎駅東口地区における駐車場整備地区を対象と

した総合的かつ計画的に駐車対策に関連する取組を一層推進するための計画です。 

策定にあたっては、川崎市総合計画や川崎市総合都市交通計画等の上位計画とあわせて、関連

する計画等と連携を図りながら、川崎駅東口地区における具体的な駐車対策に関する取組を推進

します。 

なお、荷さばき車対策については、「川崎駅周辺地区荷さばき対策基本計画」の取組内容を精

査した上で本計画に統合し、所要の対策について継続して推進します。 

 本計画では、都市計画法に基づく駐車場整備地区として指定されており、重点的に対策を進め

る必要のある川崎駅東口地区を対象地区として策定します。 

 本地区においては歩行者量・商業店舗数・荷さばき車等が市内ではひときわ多いため、それに

起因する課題についても顕著に見受けられる状況にあります。 

 また、東口駅前広場の地下には地下街アゼリア及び都市計画駐車場が整備され、市役所通り等

の主要な幹線道路と銀柳街等の商店街を中心とした本市最大の商業業務地区となっています。 

２ これまでの取組 

川 崎 市 総 合 計 画 

川崎市都市計画 

マスタープラン 

川崎市総合都市交通計画 

川崎駅東口地区駐車対策推進計画 

川崎駅周辺地区荷さばき対策基本計画 

【統 合】 

 平成 25（2013）年度に策定した「川崎駅周辺地区荷さばき対策基本計画」に基づき、施策実現

に向けた社会実験を実施し、荷さばきルールの作成・普及啓発など荷さばき車の整序化等の施策

を推進しています。また、自家用車から公共交通機関の促進に向けた条例改正や小川町バス乗降

場への企業送迎バスの集約化など、地域や利用者と連携して駐車対策に取り組んでいます。 

川崎駅東口地区においては駐車対策として、常態化する路上荷さばきなどの地域課題に対応し、

公共荷さばき場の整備や、荷さばきルールの策定等の対策を推進してきましたが、依然として路上

荷さばきが見受けられるほか、企業送迎バスの増加、待機タクシー等による交通流動の阻害などの

課題が生じています。 

このような中、川崎駅東口地区においては、小川町バス乗降場の供用開始や、京急川崎駅西口地

区の再開発等が検討されるなど、課題解決を図る上で大きな転換期を迎えています。 

こうした機会を的確に捉え、まちづくりと連携した一層の総合的かつ計画的な駐車対策を推進す

る「川崎駅東口地区駐車対策推進計画」を策定し、課題解決に向けた取組を推進するものです。 

○荷さばきルールの作成（H26） 

荷さばき時間の短縮等のルール

を作成し、商業者等に周知するな

ど普及啓発を実施

○小川町への企業送迎バス集約化（R2） 

市役所通り及び新川通りでの企業送迎バス

の乗降により車及び歩行者流動に影響が生じ

ていたため、自転車駐車場とあわせて整備され

た小川町バス乗降場への集約化により通行環

境が向上

○自家用車から公共交通機関の促進（H27） 

自家用車の利用を抑制し、公共交通機関の利用

促進を推進するため、カーシェア導入時に附置義

務台数を緩和する制度を導入

その他関連計画 

主な幹線道路

鉄道駅

商店街

公共荷さばき場

都市計画駐車場（地下）

タクシー乗降場

駐車場整備地区

＜凡例＞ 

総合計画

実施計画

川崎駅東口地区

駐車対策推進計画

令和２年度 令和３年度 令和４～７年度

第２期実施計画 第３期実施計画

計画策定 取組の推進

４　調査成果 （様式－３ｂ　調査成果）



川崎駅東口地区駐車対策推進計画の策定について

６ 対象地区の現況・課題 

43%

18%

17%

8%

7%
5%
2%

JR川崎駅、京急川崎駅（東口） JR川崎駅、京急川崎駅（西口）
JR武蔵小杉駅 JR武蔵溝ノ口駅
宮前平駅、鷺沼駅 JR登戸駅、向ヶ丘遊園駅
新百合ヶ丘駅

n=171棟

※各駅から800mを集計

（３）自動車と歩行者等との動線の錯綜 

 附置義務条例による駐車場をはじめ、地区内には多くの駐車場が設置されているが、駐車場数の増加により入出庫

の際に歩行者等との動線の錯綜を発生させるなど、通行を阻害する要因のひとつとなります。 

  地区内における附置義務条例による駐車場は 10 年で約 2倍に増加していることに加え、歩行者量は他地区と比べひ

ときわ多い状況であることから、自動車と歩行者との錯綜の危険性が高く対策を講じる必要性が高い状況であります。 

（４）荷さばき車等の常態化する路上駐停車 

 地区では商業・飲食店等が数多く立地しているため、以前から多くの荷さばき車の路上駐停車が確認されており、

幹線道路においてはバス等の公共交通が避けて運行するなど、円滑な交通流動を阻害する要因となっています。ま

た、市役所通り等では企業送迎バスの発車も多く確認されていた状況であり、このような常態化する路上駐停車へ

の対応を行う必要があります。

駐車場出入口の設置箇所 

旧東海道では短区間に 20箇所以上存在 

地区内の駐車場設置状況（R1） 

地区内には 313 箇所と多くの駐車場が設置 

（２）共同住宅の立地特性にあわせた駐車需要へ
の対応 

 川崎駅東口には他地区と比べ単身者向け共

同住宅が多く存在しており、さらに当該世帯の

自動車保有率が低いという地区特性を有して

いるため、附置義務駐車場の利用率が低い状況

にあります。これに加え、全国的な単身世帯の

自動車保有率の逓減傾向や、カーシェアリング

等の自動車を直接保有しない形態の増加等の

状況があり、共同住宅の立地特性にあわせた駐

車需要への対応を行う必要があります。 

（１）駐車場利用率の低下 

 地区内には313箇所6,074台と多くの駐車場が

設置されているが、時間貸駐車場のピーク時であ

る休日 14 時台でも利用率は約 58%となるなど、

その平均利用率は 50%未満となっています。 

また、市内における世帯当たり自動車保有率も

減少傾向で推移しているため、今後、さらなる駐

車場利用率の低下を招く可能性があり既存駐車

場を有効に活用する取組等が求められています。

歩行者との動線の錯綜図 

駐車場の入出庫により 

歩行者等の通行を阻害 

地区内の駐車場利用率（R1） 

出典：市資料 

市内の自動車分担率と自動車保有率 

減少傾向で推移する自動車分担率と保有率 
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川崎区以外 川崎区
かわさき市民アンケート（H28）第 2 回より作成 

市内における自動車保有率 

川崎区の単身世帯保有率は他地区と比べ低い 

46%

31%

23%

n=13

利用率：0～25% 利用率：26～50%
利用率：51～75% 出典：市資料 

８割近くが附置義務台数の 50%以下の利用率 

地区内単身者向け共同住宅の附置義務台数に対する利用率 

市内の単身者向け共同住宅の建築割合 

4割以上が東口に集中 
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市役所通り（川崎駅前東交差点～砂子港交差点）

新川通り（川崎駅前南交差点～小土呂橋交差点）

荷さばき車の路上駐停車の推移（平日 8～11時） 

路上駐停車が常態化している 

７ 基本方針 

課 題

(1) 駐車場利用率の低下

(2) 共同住宅の立地特性にあわせた駐車需要への対応 (4) 荷さばき車等の常態化する路上駐停車

(3) 自動車と歩行者等との動線の錯綜

川崎市総合計画や川崎市総合都市交通計画等の上位計画を踏まえ、地区における課題を解決するため、次のとおり

基本方針を定めます。

路上駐停車や駐車場の出入口の抑制等を図り、円滑な交通流動や

安心して歩けるまちづくりの推進を目指す。 
基本方針 
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市役所通り 新川通り

調査日時：令和2年6月19日（金）19～23時（市役所通り）

令和2年6月26日（金）19～21時（新川通り）

市役所通り・新川通りでのタクシー乗車等の状況 

※新川通りについては、道路工事に伴い、 

夜間、銀柳街前で駐停車が出来なくなって 

いるため、21 時までの調査を実施 

タクシー乗り場以外での乗降が常態化している 
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※利用率は収容台数概ね20台以上の駐車場(全129場)のうち、75箇所を調査

ピーク時利用率 時間貸・専用：休日14時、月極：休日18時

調査日時：令和元年11月 7日（木）10～20時（平日）

令和元年11月10日（日）10～20時（休日）

駐車場の平均利用率は 50%未満 

※利用率は収容台数概ね 20 台以上の駐車場（全 129 箇所）のうち、75 箇所を調査 
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８ 目標及び施策 

目標１ 需要と供給の適正化 目標３ 人と物の流れの整序化 

川崎駅東口地区駐車対策推進計画の策定について

地区における駐車場の平均利用率は

50%未満となっていることから、附置義務

駐車場の受け入れ施設や、共同荷さばき場

として活用を図るなど、既存ストックを有

効に活用し、需要と供給の適正化を図り、

あわせて、地区の課題解決を図る制度とし

て、共同住宅における荷さばき需要への対

応を図る制度の導入を行います。

幹線道路沿いの荷さばき車・企業送迎バスや

タクシー、観光バス等の路上駐停車を抑制する

ことにより、公共交通等の交通流動の円滑化を

図ります。

施策３ 民間駐車場等の有効活用

利用率の低い民間駐車場

の区画の一部等を不足し

ている共同荷さばき場と

して活用した地区の荷さ

ばき需要への対応を図り

ます。

施策１ 隔地駐車場規定による既存ストック

の有効活用

駐車場増加による交通環境への影響や地区内

の駐車場利用率の状況等を踏まえ、駅の外縁部

に位置する既存駐車場への集約化を図るなど

隔地駐車場規定の見直しを行い、既存ストック

の有効活用を図ります。

施策２ 単身者向け共同住宅における荷さばき

需要への対応 

地区共同で利用できる荷さばき場を設置するこ

とにより、新築時の駐車場附置の緩和や既存建築

物の低利用駐車場の有効活用を図る制度を導入

します。

目標２ 安心して歩けるまちづくりの推進

駐車場の出入口の数を抑制し、自動車と歩行者等との動線 

の錯綜を低減し、また、荷さばき車の整列駐車による歩行 

空間の創出や、公共交通の利用促進等を図ることによる自 

動車需要の抑制などにより駅周辺における安心して歩けるまちづくりの推進を図ります。 

 加えて、１階部分の商業店舗化等によるにぎわいの連続性創出などにより歩行者の回遊性の

向上を図るなどウォーカブルな観点にも配慮し取組を行います。

施策１ 隔地駐車場規定による歩きやすい歩行空間づくり 

建築物ごとに設置される駐車場について自動車と歩行者等との動線の錯綜を低減するため、駅の外縁部

に位置する既存駐車場等への誘導を積極的に行えるよう隔地駐車場規定の活用に向けた規定の見直しを

行い、安心して歩けるまちづくりを推進します。

施策２ 荷さばきルールの更新・普及啓発 

荷さばきの場所や駐停車の時間などについてまとめた荷さばきルールに

ついて、運用状況を踏まえて内容の更新を行い、商店街における荷さばき

車の道路左側への整列駐車の徹底等による歩行空間の創出等を図ります。

施策３ 公共交通の利用促進等 

川崎駅の路線バス発車本数等は他拠点駅と比べ非常に多く、公共交通の利便性が高いことから、附置義務

条例の台数特例基準等について、更なる公共交通の利用促進等のため、規定の見直しを図ります。

既存駐車場を有効活用

路線バスが円滑に運行

各目標に対して行う取組内容として、それぞれ次のとおり施策を定めます。

９ 推進体制 

民間駐車場への

荷さばき区画の設置

左側整列駐車による歩行空間創出

施策１ 荷さばき車等の駐車施設の確保 

地区では多くの荷さばき車の路上駐停車が確認されており、公共交通が避けて

運行するなど、円滑な交通流動を阻害する要因となっています。こうした駐車

需要等に対応できるよう、共同荷さばき場の設置をはじめとした駐車施設の確

保に取り組み、交通流動の円滑化を図ります。 荷さばき場の設置

施策２ 関係機関との連携による交通を阻害する駐停車対策の推進 

交通管理者等の関係機関と連携し、幹線道路（特にバス優先レーン）における交通

を阻害する駐停車を抑制するため、パトロールや、近隣時間貸し駐車場への案内の

実施などを行い、交通流動の円滑化を図ります。 プラカードによる啓発

施策３ タクシー駐停車の整序化 

ＩＣＴ等を活用し、タクシー乗降場に並びきれない車両の整序化を図るため、

乗車場所と待機場所を分離する方式等の導入を検討するとともに、客待ちに

関するルールを作成し普及啓発を図るなど、タクシー整序化に向けた効果的

な手法の検討を行います。また、公共荷さばき場のタクシー乗降場としての

併用利用なども検討し、交通流動の円滑化に向けた検討を図ります。

施策４ 荷さばきルールの更新・普及啓発【再掲】 

荷さばきの場所や駐停車の時間などについてまとめた荷さばきルールについて、運用状況を踏まえて内容の

更新を行い、交差点直近での荷さばきの制限や時間貸し駐車場の有効活用等の取組を商店街や貨物事業者等

に周知を行い、普及啓発を図ります。

出典：国土交通省資料

乗車場所と別の場所で待機

駐車場設置抑制のため

既存駐車場へ誘導

 本計画の実現にあたっては、商業者、貨物運送事

業者、駐車場事業者、バス・タクシー事業者及び行

政等が相互に協力しながら、それぞれの役割に応

じ、取組を推進してくことが求められます。そのた

め、学識経験者や関係する団体等を委員として「（仮

称）川崎駅東口地区駐車対策推進会議」を設置し、

施策の実施状況や課題認識の共有化を図るなど、当

会議の委員からの専門的な意見を踏まえ、進行管理

を着実に実施します。

商業者 駐車場事業者

（仮称）川崎駅東口地区駐車対策推進会議

市

貨物運送事業者 交通管理者 企 業

タクシー事業者 バス事業者

推進体制のイメージ 


